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*2 例えば、内閣府[2003]（ 『経済財政白書（平成 15 年版） 』 ）は、OECD 諸国において潜在的国民負担率
が高い国ほど経済成長率が低いという関係を示している。加藤[2006]も、OECD 諸国のデータを用いた分
析に基づき社会保障の充実と経済成長の間にトレードオフがあると論じている。一方、Aghion et

































*3 「社会保障国民会議中間報告」 （2008*4 Forster and Mira d'Ercole[2005], Tachibanaki[2006], Piketty and Saez[2006], Boarini and Mira
d'Ercole[2006], 太田[2006], Jones[2007]等に基づく。
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*8 平成 14 年調査のサンプ






*9 所得階級区分は、50 万円未満、50 万円以上 100 万円未満、100 万
円以上 150 万円未満、 ・・・・・、1500 万円以上 2,000 万円未満、2,000 万円以上まで
の 25 区分である。 一方、 世帯主年齢区分は 19 歳以下、 20 ～ 24 歳から 5 歳刻みで 75-79




































られ（Howitt[2005], Jamison et al.[2005]等） 、個々の「現物給付」によって違いがある。また、この点は、








































*17*18 本稿では外生的な TFP 上昇の効果は分析していないが、TFP の上昇が経済成長にプラス、所得分配
にはほぼ中立的なことは自明である。TFP の所得や税収に対する効果は大きく、仮に 30 年間 TFP が+1
％とすると所得 150 万円未満の世帯比率は 11.4 ％と約 5 ％ポイント低下する（全ての世帯所得が均等に











所得格差への効果は、①第 10 十分位／第 1 十分位の格差、②第 5 五分位／第 1 五
分位の格差、③相対的貧困率（世帯所得中央値の 50 ％以下の世帯割合） 、④絶対的貧
困率（便宜上年間所得 150 万円以下と設定）の４つの尺度を用いる。ベースラインの













































体が異なってくる。仮に 100 年とか 200 年という超長期で考えるならば、成長による
税収効果が大きく現れる。 本稿では、 便宜上２． の経済成長率への効果の計算と同じ 30
年間という期間をとることとした。
*23 これは設定次第であり、20 年とか 50 年で評
価することも技術的にはもちろん可能である。
試算結果を総括したのが表 3 であり、所得分配への効果（十分位所得格差、年間所
得 150 万円未満世帯比率、相対的貧困世帯比率） 、経済成長率への効果を示している。
図 1 は、結果を見やすくするため、横軸を十分位所得格差（倍率） 、縦軸を実質成長
率の変化（％ポイント）として、各ケースの結果を二次元に図示している。右に行く
ほど「修正可処分所得」の格差が大きくなることを示し、上に行くほど経済成長率が*24 各ケースの金額的なマグニチュードは同一ではないが、増収額（＝減収額）の絶対額は 8 ～ 12 兆
円であり、ケース間で極端な違いはない。
*25 パラメーター推定値の集計結果によると、所得移転が経済成長率に及ぼす影響（平均値▲ 0.7）は
標準偏差 0.75、所得税引き上げが労働供給に及ぼす影響（平均値▲ 0.55）は標準偏差 1.07 法人税引き上















































世帯の「修正可処分所得」と典型的な現役世代である 25 ～ 59 歳世帯のそれの比率を
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○ ベースライン 16.3% 23.1% 17.2 0.00%
① 消費税上げ、法人税下げ 17.2% 23.4% 18.9 0.07%
② 所得税一律上げ、法人税下げ 17.2% 22.5% 17.2 0.03%
③ 年金・医療負担・給付下げ 17.2% 23.1% 19.4 0.17%
④ 消費税上げ、年金・医療給付増加 15.0% 21.4% 16.2 -0.11%
⑤ 年金・医療給付下げ、法人税下げ 17.5% 23.6% 20.4 0.19%
⑥ 所得税累進度上げ、年金・医療給付増加 15.0% 21.4% 14.5 -0.17%
⑦ 消費税上げ、一律還付 13.8% 20.2% 14.4 -0.02%
⑧ 消費税上げ、法人税下げ、低所得層還付 12.3% 23.4% 13.4 0.09%
① 消費税上げ、法人税下げ 消費税率8% 法人実効税率▲17.5%ﾎﾟｲﾝﾄ
② 所得税一律上げ、法人税
下げ 所得税1.5倍 法人実効税率▲23.5%ﾎﾟｲﾝﾄ

























○ ベースライン 16.3% 23.1% 17.2 0.00%
① 消費税上げ、法人税下げ 16.1% 23.4% 19.0 0.16%
② 所得税一律上げ、法人税下げ 17.2% 22.5% 17.2 0.07%
③ 年金・医療負担・給付下げ 16.2% 23.1% 19.4 0.36%
④ 消費税上げ、年金・医療給付増加 17.2% 21.4% 16.4 -0.23%
⑤ 年金・医療給付下げ、法人税下げ 16.9% 23.6% 20.7 0.44%
⑥ 所得税累進度上げ、年金・医療給付増加 17.2% 21.4% 14.3 -0.36%
⑦ 消費税上げ、一律還付 13.8% 20.2% 14.5 -0.05%
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